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作成日付

ご記入者名

●会社概要

中文会社名 上海擁智商務諮詢有限公司

英文会社名 IP FORWARD China  

本社住所 中国上海市黄浦区西藏南路1208号12階

TEL +86（21）3366-4261

FAX +86（21）3366-4266

e-mail  ipf@ip-fw.com

home page www.ip-fw.com

得意なエリア

得意分野

設立年月

氏名 TEL FAX E-MAIL

 代表者名 分部　悠介 +86（21）3366-4265 +86（21）3366-4266 yusuke-wakebe@ip-fw.com 日本国弁護士・弁理士
 日系企業担当者 本橋　たえ子 +86（21）6330-8187 +86（21）3366-4266 taeko-motohashi@ip-fw.com 日本国弁護士

陸　洋森 +86（21）3366-4263 +86（21）3366-4266 yangsen-lu@ip-fw.com 模倣対策部・部長

周　婷 +86（21）3366-4700 +86（21）3366-4266 ting-zhou@ip-fw.com 中国弁護士

陳　堅敏 +86（21）3366-4261 +86（21）3366-4266 jianmin-chen@ip-fw.com 模倣対策部　コンサルタント

●コミュニケーション
　該当するものに〇印 日本語 ﾋﾞｼﾞﾈｽレベル ○ 可能 不可 その他 可能○ 不可 その他

英語 ﾋﾞｼﾞﾈｽレベル ○ 可能 不可 その他 可能○ 不可 その他

 補足：自由記述

 事務所（人数） 拠点 上海市 広州市 成都市 武漢市 瀋陽市 温州市 義鳥市
 各拠点調査員人数 調査員人数 11 10 3 3 2 2 2

 補足：自由記述 補足

提携法律事務所および
調査会社の有無

１：９

 提供可能なサービス 内容 供給可能

 可能＝〇 知的財産権出願 ○ 商標権、専利権、著作権出願、異議・無効審判、その他関連業務など全て対応可能

調査 ○

行政・刑事摘発 ○ 中国各地の管轄当局と良好な関係を持ち、摘発業務をスムーズに遂行可能

警告状・賠償金交渉・訴訟 ○

税関対応 ○ 元税関職員が在籍し、税関関連業務の実績は多数存在
専利権侵害対応 ○ 調査、証拠収集、権利行使含めて、ワンストップで対応可能
営業秘密侵害対応 ○ 内部管理体制アドバイス、調査、証拠収集、権利行使含めて、ワンストップで対応可能
インターネット模倣対策 ○ 中国のみならず全世界を対象としたインターネット上における模倣対策が可能
特許出願 ○

●取締りﾍﾞｽﾄｹｰｽ：

 　自由記述

 主な取締り実績 地域（市レベル）
執行機関

商品

補足

各アクションの費用目安
概算料金（人民元）

自由記述
5,000～20,000

20,000～30,000

80,000～140,000

20,000～40,000

20,000～40,000

6,000～8,000

無償

無償

4,000～8,000

10,000〜20,000

　補足：自由記述

●その他PR：
　自由記述

2020年7月21日
陸洋森

代理人変更

差止対応

税関対策

中国政府表敬訪問

調査（1サイト）

リンク削除（1サイト）
インターネット対策

警告状送付

中国全土

2011年11月

調査員の半数が5年以上の調査員経験を有する。なお、上記拠点以外での案件対応も可能。

原則としてグループ内の経験豊富な日中弁護士にて対応

サービス項目

パーソナルケア、自動車、建設産業機械・部品、音楽・映像・キャラクター商品、家電、化粧品、食品、衣服、化学等

補足

提携事務所・会社名（任意） IP FORWARD法律特許事務所、IPF中国専利代理事務所、IP FORWARD株式会社

主なクライアントの業種

会話 報告書

補足

1位：パーソナルケア業界（10％）、2位：自動車業界（9％）、3位：コンテンツ業界（7％）

2019年。パーソナルケア業界。刑事摘発。
・インターネット上での模倣品調査を通じて、販売規模が極めて大きい販売業者を発見
・公安やECプラットフォームと連携して調査を行い、江蘇省、山東省など、複数地域における当該模倣品の小売・卸売・製造拠点を把握
・把握した複数拠点に対して一斉に刑事摘発を実施
・10数名の当事者逮捕、2万点以上の押収物、関係ネット店舗の閉店などの成果

日本人スタッフ及び日本留学経験が有り日本語が流暢な中国人スタッフが多数在籍、日本企業様との円滑なコミュニケーションが可能

クライアントの内外比率

有提携法律事務所・調査会社等の有無

市場監督管理局／公安局／食品薬品監督管理局／税関／その他関連当局
パーソナルケア、自動車、建設産業機械・部品、音楽・映像・キャラクター商品、家電、化粧品、食品、衣服、化学等の関連商品

年間摘発実施平均数は数百件以上

主な外国クライアントの国籍と比率 日本（9割）、アメリカ（1割）、

・模倣対策関係業務は、のべ5,000件以上の実績を持ち、オンライン・オフライン共に多くの成功事例を持つ
・グループ内において、法理事務所、特許事務所を持ち、日中弁護士・弁理士7名が所属しており、専門性の高い法的アドバイスも可能
・模倣業者の特性を熟知した 実効的な対策が可能で、調査から証拠収集から法的措置までワンストップ体制
・高い日本語コミュニケーション能力を持ち、法律に対する理解が深く、調査摘発に限らない総合的な対策提案が可能

模倣業者調査、財産・信用調査、競業他社調査、市場調査、営業秘密侵害実態調査、冒認出願人調査、商標
使用実態調査等

全国各地

調査

行政摘発

刑事摘発

グループ内の中国専利代理事務所にて対応可能

摘発

税関登録
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